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序     文 
 

 エチオピア連邦民主共和国政府は、国家開発計画「加速的かつ持続可能な開発と貧困削減

（PASDEP）」において、農業の商業化の推進と非農業セクターのより迅速な育成をエチオピア連

邦民主共和国の経済成長のための主要な柱に据えています。エチオピア連邦民主共和国内で最大

の面積と人口を有すオロミア州では、特に灌漑面積拡大のための取り組みが進められており、今

回オロミア州水資源局職員の灌漑技術の能力向上を主な目的とした技術協力プロジェクトを我が

国に要請しました。 

 これを受けて、独立行政法人国際協力機構は、2008 年 6 月 15 日から 7 月 8 日まで、当機構農

村開発部課題アドバイザー 西牧 隆壯を団長とする事前調査団 5 名を現地に派遣しました。 

 同調査団は、エチオピア連邦民主共和国オロミア州関係機関との協議及び現地調査を通じて、

要請の背景、協力課題の絞込み、先方実施体制の確認等を行い、技術協力プロジェクトの基本計

画について先方実施機関であるオロミア州水資源局との間で合意に至りました。 

 本報告書は、同調査団により調査結果等を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの

実施検討にあたり、広く活用されることを願うものです。 

 終わりに、本調査にご協力とご支援をいただきました内外の関係各位に対し、心より感謝の意

を表します。 

 

 平成 24 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

 農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

 エチオピア連邦民主共和国 灌漑設計・施工管理能力向上計画プロジェクト 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国と記す）オロミア州を対象に、効率的な灌漑

システムの構築を目的に、水文、利水、施設状況等のデータベースの構築、灌漑施設の整

備に係る調査、計画、設計及び施工管理、並びに水管理及び水利用の改善を行うものであ

る。 

 

（２）協力期間 

2009 年 6 月から 2012 年 5 月まで（3 年間） 

 

（３）協力総額（日本側） 

3.9 億円 

 

（４）協力相手先機関 

オロミア州水資源局（Oromia Water Resources Bureau：OWRB） 

 

（５）国内協力機関 

農林水産省、東京農業大学 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

対 象 地 域 ：オロミア州東部地域（モデル地区については事業開始後に選定） 

直接受益者：OWRB 職員（約 480 名、末端事務所職員含む）とモデル地区の水利組合

（Water Users Committee/ Water Users Association：WUC/WUA）及び農民 

最終受益者：オロミア州東部の灌漑地域における WUC/WUA 及び農民 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状と問題点 

「エ」国はアフリカ大陸東部に位置し、国土面積約 109.7 万 km2（日本の約 3 倍）を有

する内陸国であり、人口は約 7,720 万人である（2006 年 世銀）。人間開発指数（Human 

Development Index：HDI）は 0.406 と 177 カ国中 169 位。経済成長率は 9.0％、一人当たり

の GNI は 170 米ドル（2006 年 世銀）で低所得国に位置づけられ、国民の 23％が 1 日当た

り 1 ドル以下で生活している（UNDP 人間開発報告書 2007/2008）。労働人口の 85％が農業

に従事し、農業部門が GNI の 45％を占める農業国であるが、自給自足の農業形態、周期

的な干ばつによる食糧不足と農民の貧困が国家の大きな課題となっている。 

本プロジェクトの対象地域であるオロミア州は「エ」国最大の州（約 36 万 km2）であり、

州人口 2,730 万人（2007 年 7 月推計）の約 86％が農村地域で生活している。しかしながら

同州の農業は、低地における不安定な降雨、高地における雨季の土壌流出、人口の密集、

市場の未整備などの要因により生産性の向上が妨げられ、農業生産量の伸びは低く抑えら

れている。その結果、依然として 133 郡のうち 58 郡が食糧安全保障に課題を抱えており、
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食糧不足にある人口は約 130 万人以上にのぼっている。 

同州には潜在的に約 170 万 ha の灌漑農業適地があるとされているが、2005 年（「エ」国

政府会計年度末）までに灌漑された面積はそのうちの約 12％（21 万 ha）にとどまってい

る。同州は灌漑面積拡大のための予算を伸ばし、州を東西に分け、緊急対策地域とされる

オロミア州東部地域においては雨季に現れる季節河川を利用し、灌漑開発を進める方針を

立てている。 

JICA は、2000 年の開発調査「メキ地域灌漑・農村開発計画」においてオロミア州メキ

地域を対象に、住民の生活水準改善のためのモデル開発に関するマスタープランの策定を

行い、つづけて同調査においてマスタープランの実証事業を行った。また、2003 年には開

発調査「オロミア州中央地域灌漑開発人材育成計画調査」を実施し、農民参加による小規

模灌漑開発手法の標準化、並びに小規模灌漑に係るオロミア灌漑公社（調査当時。現

OWRB）の人材育成を目的としたプログラムの策定と実証を行った。 

本技術協力プロジェクト（以下、「技プロ」と記す）に先立ち、2005 年 9 月から 2008 年

9 月まで実施された技プロ「灌漑農業改善計画」（英文名：Project for Irrigation Farming 

Improvement：IFI Project）は、協力開始の時点で「エ」国政府の人員の削減を含む行政改

革が開始されたこともあり、政府側の人材育成よりも住民参加のプロセスを重視し、「プロ

ジェクト対象地域における農民による水利用技術の改善」することをプロジェクト目標に

掲げて実施された。IFI Project においては、OWRB をカウンターパート（Counterpart：C/P）

機関とし、プロジェクト対象地域の農民に対する灌漑営農技術の改善や水利組合を活用し

た小規模灌漑スキームの参加型運営改善手法の標準化に対する支援を通じ、対象地域での

農家の収入向上、水利組合の組織強化等の成果を上げた。 

現在、「エ」国政府による行政改革は最終段階にあり、各行政機関の再編はほぼ終了して

いる。このため、これまで十分に対応してこなかった OWRB 職員の能力向上が喫緊の課題

となっている。これは、多くの新規灌漑開発事業が政府主導で進められている現状におい

て、その計画及び実施において責任を負う OWRB 職員の施設設計や施工監理の技術的な能

力、及び水利組合の設置支援･強化の知識・経験が依然として十分でないため、建設された

灌漑施設が活用できないなどの状況に対応するものである。 

 

（２）相手国政府の国家政策上の位置づけ 

「エ」国政府は 2006～2010 年の 5 カ年計画である加速的かつ持続可能な貧困削減計画

（Plan for Accelerated and Sustained Development to End Poverty：PASDEP）において、天水

農業に頼った生産性が低い農業が、食糧不足の原因の一つであるとしており、積極的な灌

漑開発を問題解決手段の一つとして位置づけている。 

 

（３）日本の援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

日本の対「エ」国国別援助計画においては、「食糧アクセスの脆弱性」が同国における貧

困問題の中核にあり、人々の生命と生活を脅かす最大の問題としている。そのため「食糧

アクセスの脆弱性の克服（食糧安全保障の確立）」を主要な目標に据えるとともに、食糧安

全保障の確立に密接にかかわる「農業農村開発」を最重点分野に置いている。特に、「灌漑

技術の向上」は、食糧安全保障確立のために求められる具体的な支援の一つに位置づけら

れている。 

また、JICA 国別事業実施計画においても「農業農村開発」を援助重点分野とし、「農業
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生産性の向上」の開発課題に対して、「農業生産性向上プログラム」を掲げている。「灌漑

技術の向上」は同プログラムの重要なコンポーネントに位置づけられている。 

 

（４）他ドナーとの関係 

国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）の資金協力に

より一部の地域で季節河川を利用した灌漑開発に関する調査を実施しているが、OWRB 職

員の能力育成を支援するドナーは存在しない。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

＜プロジェクト目標＞ 

効率的・効果的な灌漑施設を整備できる体制が構築される。 

＜指標＞ 

・研修を受講した OWRB 職員が新規の灌漑施設計画を○○件、策定する。 

・研修を受講した OWRB 職員により策定された新規の灌漑施設計画が、プロジェク

トにおいて設定された技術基準を満たす。 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜上位目標＞ 

プロジェクト対象地域において、効率的・効果的な灌漑施設が増加する。 

＜指標＞ 

・標準化された OWRB のシステムにより、従来型灌漑施設に比し効率性が改善した、

もしくは新規に建設された灌漑施設が増加する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

＜アウトプット、そのための活動、指標・目標値＞ 

１）成果１ 

効率的な灌漑施設建設のためのデータベースが運用される。 

＜指標＞ 

・プロジェクト期間の中間地点までにデータベースが作成される。 

・OWRB 職員がデータベース研修を受講する。 

・情報のアップデートが定期的に行われる。 

・データベースを利用し、研修を受講した OWRB 職員○名が、灌漑施設の新設・改修

が必要とされる地域を特定する。 

＜活動１＞ 

1-1 オロミア州における水資源管理において特に必要となる情報を特定する。 

1-2 既存の水資源管理に係る情報を整理し、初期のデータベースを作成する。 

1-3 下記に関する研修を OWRB 職員に対して行う。 

1-3-1 対象の流域における気象観測施設（雨量計）の設置、測定データの記録とそ

の管理方法。 

1-3-2 GIS 等を用いた流域解析の方法。（流域の特定・測定、取水地点の概定、取水

口における取水量等） 
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1-3-3 GIS 等を用いた季節河川を含む河川の流出解析の方法。 

1-3-4 データベースアップデートの方法。 

1-4 OWRB 本部と末端事務所間の水資源管理情報の共有体制を構築する。 

２）成果２ 

灌漑施設の整備のための調査、計画、設計及び施工管理、維持管理に係る OWRB 職員

の技術・知識が向上する。 

＜指標＞ 

・表流水灌漑施設のための調査、計画、設計、施工管理、維持管理に係る技術指針（ガ

イドライン）が作成される。 

・ガイドライン利用のための研修資料・教材が作成される。 

・研修内容を OWRB 職員が習得する。 

＜活動２＞ 

2-1 C/P とともに水資源管理に係るデータベースを活用し、灌漑のポテンシャルを検

証する。 

2-2 灌漑システムのモデル地区を設定し、C/P とともに実際の事業実施を試行する。 

2-3 上記 2-2 を通じて、課題を抽出し、C/P とともに灌漑施設（取水口、導水、配水

施設等）に関する計画、設計、施工に関する技術指針（ガイドライン）及びその

研修資料・教材を作成する。 

2-4 上記技術指針（ガイドライン）の利用に係る研修を C/P 以外の OWRB 職員に実施

する。 

３）成果３ 

OWRB 職員によって指導・強化された水利組合により、モデル地区における灌漑施設

の水管理及び水利用が改善される。  

＜指標＞ 

・水利組合（WUC/WUA）及び農民向け水管理及び水利用研修マニュアルが完成する。

・OWRB 職員 名に対して水管理及び水利用研修マニュアル利用のための研修が行わ

れる。 

・モデル地区の 個の WUC/WUA 及び 名の農民が研修を受ける。 

＜活動３＞ 

3-1 WUC/WUA 及び農民向け水管理及び水利用研修マニュアルを C/P とともに策定す

る。 

3-2 3-1 において策定した研修マニュアル利用に係る C/P 以外の OWRB 職員向け研修

を C/P とともに実施する。 

3-3 3-1 において策定した研修マニュアルを用いて、モデル地区の WUC/WUA 及び農

民向けの水管理及び水利用研修を C/P を中心に実施する。 

3-4 モデル地区の WUC/WUA の組織強化と活動支援を C/P とともに実施する。 

3-5 適切な水利用のために、作物カレンダー及び連結ため池の活用を検討し、結果を

研修マニュアルに反映する。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額 3.9 億円） 

ａ）長期専門家 

3 名（チーフアドバイザー/灌漑排水施設計画、灌漑排水施設維持管理、業務調整/

研修） 
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ｂ）短期専門家 

必要に応じて（水文・自然条件調査、GIS、営農、水管理、農民組織育成・強化、

教材作成等）。 

ｃ）C/P 研修 

国内、日本または第三国での研修を実施。 

ｄ）機材供与 

車両、研修用機材等。 

ｅ）施設整備 

灌漑システムのモデル地区の建設費用。 

ｆ）在外事業強化費 

ｇ）調査団派遣 

中間評価調査、終了時評価調査。 

２）「エ」国側 

ａ）C/P の配置 

OWRB より常勤及び非常勤 C/P を配置。 

ｂ）プロジェクト執務室、研修場所の提供 

ｃ）IFI Project において日本より供与された機材等。 

ｄ）施設整備 

灌漑システムのモデル地区の建設費用の一部負担。 

ｅ）C/P の活動経費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

＜プロジェクト目標達成のための外部条件＞ 

１）OWRB から配置された C/P の異動・転職が発生しない。 

２）OWRB の組織改革が発生しない。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下のとおり高い。 

１）「エ」国政策との整合性 

「エ」国においては、1994 年から開始された「農業が牽引する産業化」政策（Agricultural 

Development Led Industrialization：ADLI）以降、農業開発を最重点分野と位置づけており、

その後の国家開発計画「持続可能な開発と貧困削減計画」（Sustainable Development and 

Poverty Reduction Program：SDPRP, 2002/03-2004/05）及び「加速的かつ持続可能な開発と

貧困削減計画」（Plan for Accelerated and Sustained Development to End Poverty：PASDEP, 

2005/06-2009/10）に引き継がれている。 

２）日本の援助政策との整合性 

日本の対「エ」国国別援助計画においては、「食糧アクセスの脆弱性」を同国における

貧困問題の中核及び人々の生命と生活を脅かす最大の問題とし、「農業農村開発」を最重

点分野に置いている。また JICA 国別事業実施計画では、援助重点分野「農業農村開発」

の中の「農業生産性向上プログラム」において「灌漑技術の向上」を重要なコンポーネ

ントに位置づけている。 
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３）受益者のニーズ（ターゲットグループ） 

本プロジェクトの対象地域であるオロミア州東・南部地域は、同州において特に食糧

安全保障が脆弱な地域であり、繰り返し発生する干ばつと慢性的な食糧不足に悩まされ

ている。そのため同地域では利用可能な水資源の確保が喫緊の課題となっており、本プ

ロジェクトを実施する意義は高い。 

４）実施機関 

本プロジェクトの協力相手先機関である OWRB は、オロミア州において唯一灌漑施設

の建設・維持管理に責任を有する機関であり、2015 年までに「現在の灌漑面積を 12％か

ら 54％に拡大し、農地約 93 万 ha に対して十分かつ継続的に灌漑用水を提供すること」

を目標の一つに掲げている。他方「2008 年 OWRB 灌漑用水及び排水報告書」（OWRB）

にもあるとおり、OWRB は灌漑開発のための調査・設計の技術レベル、維持管理、建設

工期の短縮化等に課題を抱えている。本プロジェクトは OWRB が持つこれら課題に直接

的に対応することを意図している。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下のとおり高い。 

１）プロジェクト目標達成の可能性 

設定された 3 つの成果により灌漑開発のための環境整備と人材育成がなされることを

通じて、効率的・効果的な灌漑施設を整備できる体制作りは可能となり、プロジェクト

目標は達成可能である。 

２）プロジェクトの実施方法 

前記「2008 年 OWRB 灌漑用水及び排水報告書」（OWRB）にもあるとおり、OWRB は

灌漑プロジェクトに関して調査、設計及び施工だけではなく灌漑施設の維持管理にも問

題を抱えているが、この背景には十分な水文データの欠如、職員の技術力不足、水利組

合の形成・参画の欠如等がある。これら根本的な課題に対応するためには、水文データ

の構築、灌漑開発に関する工程の標準化及び職員向け技術研修、そして関係者の水管理・

水利用の改善を図る必要があり、本プロジェクトのアプローチはプロジェクト目標の達

成に有効である。 

３）IFI Project の成果の活用（貢献要因） 

IFI Project は重力灌漑施設の改修等の各種ガイドラインの作成、OWRB 職員の意識の

向上（例えば、灌漑施設の建設のみならずその後のモニタリングの重要性の認識）、農民

の収入向上等の成果をもたらしているが、本プロジェクトは IFI Project の同成果を活用

することができる。具体的には IFI Project により能力が向上した OWRB 職員とともに、

既存のガイドラインをプロジェクトの状況にあわせて改訂し、活用することが可能であ

り、これらはプロジェクト目標の達成を促進するものである。 

４）外部条件（阻害要因） 

「エ」国では政府の行政改革が行われ、組織改編及び人員削減が大規模に行われた。

現在、行政改革は終息しつつあるが、今後さらに OWRB の C/P の離職が発生する、もし

くは再び OWRB の組織改編が行われた場合、本プロジェクトの有効性は低減される。 

 

（３）効率性 

以下の理由によりプロジェクトの効率的な実施が可能であると期待される。 
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１）投入と成果との関係 

成果２及び成果３において、おのおのガイドラインやマニュアルの作成を手始めに、

これら文書を活用するための研修教材の作成、研修の実施と同様の業務フローをとって

おり、それぞれの成果達成のために異なる業務フローを策定する必要がなく、効率化が

可能となる。また、実際に C/P に対する研修を行う際にも、研修実施方法の効率化が可

能である。 

２）モデル地区における協力を通じた展示効果 

モデル地区という現場を用いた C/P への技術移転を図ることから、個別技術習得のみ

ならず、同時にプロジェクト成果の展示効果が期待され、プロジェクトのインパクトの

発生もあわせて期待できる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトは以下のような正のインパクトが期待される。 

１）上位目標達成の見込み 

オロミア州政府の灌漑開発を推進する政策が変更なく、そして灌漑施設建設への予算

が確保されれば、効率的な灌漑施設整備のための体制が構築される（プロジェクト目標）

ことにより、一定期間（5 年程度）の後に上位目標は達成されるものと期待できる。 

２）その他のインパクト 

オロミア州において、プロジェクト目標が達成された場合、中央政府を通じた他の州

への波及が期待される。また、本プロジェクトは、季節河川を含む表流水を有効活用す

るための技術向上を目的にしており、土壌流出防止など地域の環境保全に資することが

期待される。 

３）負のインパクト 

負のインパクトは特に予想されない。 

 

（５）持続性 

１）政治・財政的側面 

オロミア州政府は、食糧安全保障確立のため灌漑開発を推進する方針を有している。

また灌漑開発予算は、連邦政府からの食糧安全保障予算が最大の財源となっており、今

後も継続的な拠出が期待できる。 

２）組織的側面 

行政改革の結果として OWRB の新体制は整いつつある。結果として常勤の C/P が配置

されることはプロジェクトの持続性に貢献すると見込まれる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

（１）貧困 

特になし。 

 

（２）ジェンダー 

モデル地区での活動において、女性が積極的に参画できる体制をつくる。 

 

（３）環境 

特になし。 
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７．過去の類似案件からの教訓の活用 

既述の IFI Project（2005 年 9 月～2008 年 9 月）から得られた以下の教訓を本協力で活用する。

上記案件では、OWRB を C/P 機関とし、プロジェクト対象地域の農民による水利用技術の改

善を支援した。他方協力期間中に度重なり発生した「エ」国行政府の行政改革（組織改編）の

影響を受け、C/P が数度にわたり交代したほか、灌漑営農分野についてはオロミア州農業農村

開発局の所掌となった。現在、当該行政改革は終息しつつあるが、本プロジェクトは行政改革

の進捗及び結果に留意し、常勤の C/P の配置の確保、そして水利組合・農民向け研修を実施す

る際には農業農村開発局と密な連携を図る必要がある。 

加えて、IFI Project ではサイトが広範囲にわたっていたことが進捗に大きく影響を与えたこ

とから、本プロジェクトのモデル地区についてはアクセスの良い場所を優先的に選定すること

とする。 

 

８．今後の評価計画 

（１）中間レビュー 

プロジェクトの開始から 1 年半後を目処に実施する。 

 

（２）終了時評価 

プロジェクトの終了から半年前を目処に実施する。 
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第１章 事前調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国」と記す）は、アフリカ大陸東部に位置し、国土

面積約 109.7万 km2（日本の約3 倍）を有する内陸国であり、人口は約 7,720 万人である（2006 年 

世銀）。HDI は 0.406 と 177 カ国中 169 位。経済成長率は 9.0％、一人当たりの GNI は 170 米ドル

（2006 年 世銀）で低所得国に位置づけられる。国民の 23％が 1 日当たり 1 ドル以下で生活して

いる（UNDP 人間開発報告書 2007/2008）。労働人口の 85％が農業に従事し、農業部門が GNI の

45％を占める農業国であるが、自給自足的な農業形態と周期的な干ばつによる食糧不足と農民の

貧困が国家の大きな課題となっている。 

「エ」国政府は 2006～2010 年の 5 カ年計画である「加速的かつ持続可能な貧困削減計画」（Plan 

for Accelerated and Sustained Development to End Poverty：PASDEP）において、天水農業に頼った

生産性が低い農業、干ばつなどに対して脆弱な農業が食糧不足の原因の一つであるとしており、

積極的な灌漑開発を問題解決手段の一つとして位置づけている。実際に、「エ」国では、350 万 ha

以上の潜在的な灌漑開発可能地域が存在するといわれている一方で、近代的な手法で開発されて

いる農地は 20 万 ha 程度（全体の 5％程度）であり、非常に開発ポテンシャルが高く、政府、ド

ナーは高い期待をかけている。 

我が国は、「エ」国の食糧安全保障確立（農業農村開発）を重点分野の一つとして位置づけて

おり、特に灌漑分野についてはオロミア州を対象に、2000 年から開始された開発調査「メキ地域

灌漑・農村開発計画調査」以降、継続的に技術協力を実施してきている。また 2008 年 6 月に策定

された対「エ」国国別援助計画では、「灌漑施設の整備」が農業農村開発の支援に関する一つの手

段として位置づけられており、かつ JICA の国別事業実施計画においても「灌漑技術の向上」を

農業農村開発分野で求められる具体的な取り組みとして位置づけ、協力プログラムでは「農業生

産性向上」を掲げている。 

また、2005 年 9 月から 2008 年 9 月までオロミア州水資源局（Oromia Water Resources Bureau：

OWRB）を先方実施機関とした技術協力プロジェクト「灌漑農業改善計画」（Project for Irrigation 

Farming Improvement：IFI Project）は、協力開始の時点で「エ」国政府の人員の削減を含む行政改

革が開始されたこともあり、政府側の人材育成よりも住民参加のプロセスを重視し、「プロジェク

ト対象地域における農民による水利用技術の改善」をプロジェクト目標に掲げて実施された。IFI 

Project は、プロジェクト対象地域の農民に対する灌漑営農技術の改善や水利組合を活用した小規

模灌漑スキームの参加型運営改善手法の標準化に対する支援を通じ、対象地域での農家の収入向

上、水利組合の組織強化等の成果を上げた。 

現在、「エ」国政府による行政改革は最終段階にあり、各行政機関の再編はほぼ終了している。

このため、これまで十分に対応してこなかった OWRB 職員の能力向上、特に灌漑技術レベルの向

上が喫緊の課題となっている。これは多くの新規灌漑開発事業が政府主導で進められている現状

において、その計画及び実施において責任を負う OWRB 職員の施設設計や施工監理の技術的な能

力、及び水利組合の設置支援・強化の知識・経験が依然として十分でない状況にあり、建設され

た灌漑施設が活用できないなどの問題が生じていることが背景がある。 

そして、今般「エ」国より我が国に対し、オロミア州政府の灌漑技術人材の育成を目的とした

技術協力が要請されたことから、2008 年 6 月に事前調査が行われた。 
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１－２ 調査団派遣の目的 

本調査の目的は下記のとおりである。 

 

（１）本プロジェクト要請の背景及び上位計画との整合性を確認する。また、他ドナーの活動状

況等の追加情報の収集を行う。 

 

（２）先方政府と協議を行い、基本計画（プロジェクト目標、成果、活動、投入、協力期間、タ

ーゲットグループ等）を策定し、ミニッツで確認する。 

 

（３）本プロジェクトの妥当性の確認のため、評価 5 項目の視点で評価を行う。特に、プロジェ

クト実施の妥当性について調査する。 

 

１－３ 調査団の構成 

 本調査団の構成は下記のとおりである。 

No. 担当分野 氏名 所属 

1 総括/農村開発 西牧 隆壯 JICA 農村開発部 課題アドバイザー 

2 灌漑計画 國廣 博昭 農林水産省農村振興局設計課海外土地改良技術室 

3 灌漑農業技術 高橋 悟 東京農業大学 教授 

4 評価・分析 柿沼 潤 （株）アースアンドヒューマンコーポレーション 

5 計画管理 淺野 誠三郎 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第一課 

 

１－４ 調査日程 

 本調査は、2008 年 6 月 15 日から 7 月 8 日まで行われた。（詳細日程については、付属資料 1 を

参照） 
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第２章 協議概要 
 

２－１ 協議の経緯 

「エ」国政府から要請のあった技術協力プロジェクトの背景及び評価 5 項目について調査する

とともに、OWRB とプロジェクトの基本計画（マスタープラン、投入計画）について協議した。

結果、2008 年 7 月 7 日に基本計画について合意に達し、先方代表者である OWRB 局長と日本側

調査団総括との間でミニッツに署名した。また協議を通じ、本技術協力プロジェクトはオロミア

州全域に広がり、かつ食糧危機にしばしば襲われる半乾燥地の農業の脆弱性を緩和するため、

OWRB 職員の灌漑技術レベルの向上（比較的新しい灌漑開発技術である洪水灌漑も対象に含む）

を主な目的とすることが確認された。 

 

２－２ 協力の基本計画 

（１）協力の目標 

１）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

プロジェクト対象地域において、効率的・効果的な灌漑施設が増加する。 

２）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

効率的・効果的な灌漑施設を整備できる体制が構築される。 

 

（２）成果 

１）成果１ 

効率的な灌漑施設建設のためのデータベースが運用される。 

２）成果２ 

灌漑施設の整備のための調査、計画、設計及び施工管理、維持管理に係る OWRB 職員の

技術・知識が向上する。 

３）成果３ 

OWRB 職員によって指導・強化された水利組合により、モデル地区における灌漑施設の

水管理及び水利用が改善される。  

 

（３）活動 

１）活動１ 

1-1 オロミア州における水資源管理において特に必要となる情報を特定する。 

1-2 既存の水資源管理に係る情報を整理し、初期のデータベースを作成する。 

1-3 下記に関する研修を OWRB 職員に対して行う。 

1-3-1 対象の流域における気象観測施設（雨量計）の設置、測定データの記録とその管

理方法。 

1-3-2 GIS 等を用いた流域解析の方法。（流域の特定・測定、取水地点の概定、取水口に

おける取水量等） 

1-3-3 GIS 等を用いた季節河川を含む河川の流出解析の方法。 

1-3-4 データベースアップデートの方法。 

1-4 OWRB 本部と末端事務所間の水資源管理情報の共有体制を構築する。 
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２）活動２ 

2-1 C/P とともに水資源管理に係るデータベースを活用し、灌漑のポテンシャルを検証す

る。 

2-2 灌漑システムのモデル地区を設定し、C/P とともに実際の事業実施を試行する。 

2-3 上記 2-2 を通じて、課題を抽出し、C/P とともに灌漑施設（取水口、導水、配水施設等）

に関する計画、設計、施工に関する技術指針（ガイドライン）及びその研修資料・教

材を作成する。 

2-4 上記技術指針（ガイドライン）の利用に係る研修を C/P 以外の OWRB 職員に実施する。 

３）活動３ 

3-1 WUC/WUA 及び農民向け水管理及び水利用研修マニュアルを C/P とともに策定する。 

3-2 3-1において策定した研修マニュアル利用に係るC/P以外のOWRB職員向け研修をC/P

とともに実施する。 

3-3 3-1 において策定した研修マニュアルを用いて、モデル地区の WUC/WUA 及び農民向

けの水管理及び水利用研修を C/P を中心に実施する。 

3-4 モデル地区の WUC/WUA の組織強化と活動支援を C/P とともに実施する。 

3-5 適切な水利用のために、作物カレンダー及び連結ため池の活用を検討し、結果を研修

マニュアルに反映する。 
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第３章 協力分野の現状と課題 
 

３－１ 「エ」国農業分野の現状 

「エ」国において農業は国の就労人口の 85％、国内総生産の 50％を占める基幹産業であるが、

農業生産は干ばつの被害を受けることも多く、慢性的に食糧不足の問題を抱えている。このため

「エ」国政府は2002 年より「農業が牽引する産業化」（Agricultural Development Led Industrialization：

ADLI）を最優先戦略に位置づけ、農業開発を重要視する政策を進めている。 

また現在の PASDEP において、天水に依存した低い農業生産性、干ばつなどに対する脆弱性等

が食糧不足の要因とされ、積極的な灌漑開発を問題解決の手段の一つとして位置づけている。 

 

３－２ オロミア州農業分野及び灌漑開発の現状と課題 

３－２－１ オロミア州の農業 

本プロジェクトの対象地域であるオロミア州は「エ」国最大の州（約 36 万 km2）であり、州

人口約 2,730 万人（2007 年 7 月推計）の 86％が農村地域で生活している。しかしながら、オロ

ミア州の農業は、低地における不安定な降雨、高地における雨季の土壌流出、人口の密集、市

場の未整備など様々な要因によって生産性の向上が妨げられており、依然としてオロミア州内

133 郡のうち 58 郡が食糧安全保障に課題を抱えている。また、恒常的に食糧不足の危機に瀕し

ているオロミア州内の人口は 130 万人以上ともいわれている。 

 

表３－１ オロミア州で食糧不足にある郡と人数 

ゾーン名 食糧不足の郡の数 
食糧不足の人口 

世帯数 人口 

東ハラルゲ 16 95,708 478,540 

西ハラルゲ 12 73,444.4 367,222 

アルシ 6 23,218 116,090 

バレ 10 31,178.4 155,892 

東ショア 5 18,220.2 91,101 

ボレナ 8 24,837 124,185 

グジ 1 2,925 14,625 

合計 58 269,531 1,327,655 

注：一部世帯数が小数点になっているが、これは人口を平均世帯構成人員数（5 人）で割った数字と 
予想される。 

出典：OIDA（2007）“Project proposal for capacity building on irrigation improvement”  

 

３－２－２ 灌漑開発の現状と課題 

オロミア州では潜在的に 170 万 ha の灌漑農地が存在するとされているが、実際の灌漑面積

（2005 年現在）は約 21 万 ha（全体の約 12％）にとどまっている。また灌漑面積のうち、伝統

的灌漑は約 70％を占めている。灌漑面積の内訳は表 3-2 のとおりである。 
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表３－２ 灌漑開発主体と面積 

灌漑開発主体 面積（単位 ha）

農村地域の共同開発（伝統的灌漑*） 143,144 

農村地域の手掘り井戸灌漑 9,731 

OIDA（161 施設） 13,541 

NGOs 6,588 

個人投資家 6,827 

大規模農場 26,506 

合計 206,337 
*OWRB 職員によれば、「伝統的」とは調査、計画や設計等を実施しない灌漑施設を 
指す。 
出典：JICA Ethiopia（2008）“Brief Status Report on Irrigation Development in Oromia  

Regional State” 

 

IFI Project 作成（2006）の「プロジェクトの概要」によれば、灌漑面積の約 11％は組織化さ

れた水利組合によって運営が行われる「共同灌漑地区」であるものの、これらの地区では維持

管理の欠如や運営技術の不足などの問題が顕在化しており、実灌漑率が 58％まで低下し、農業

生産に影響が及んでいる。 

河川や湖を利用した灌漑方法に加え、2002 年以降には「エ」国政府の方針に従って、ウォー

ターハーベスティング技術（Water Harvesting Technology：WHT）の普及が図られ、州内各地に

ため池（約 144,000 カ所）、浅井戸（約 84,000 カ所）、簡易埋設タンク（約 500 カ所）が建設さ

れた。しかし、ため池や水タンクの多くは貯水機能に問題を抱えており、また農家側の施設の

利用技術、営農技術も低いレベルに止まるなど、普及された施設が効果的に活用され、受益者

の食糧安全保障に十分寄与しているとはいえない状況である。 

 

表３－３ 灌漑開発 5 カ年計画 

年 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 合計 

面積（ha） 281,477 164,052 158,717 170,054 129,848 904,148 
出典：JICA Ethiopia（2008）“Brief Status Report on Irrigation Development in Oromia Regional State” 

 

３－２－３ 灌漑開発予算 

「灌漑開発 5 カ年計画の財政及び予算（2005/06-2009/10）」では、約 22％の灌漑開発費は州

の「オロミア防災、準備及び食糧安全保障調整委員会」（Oromia Disaster Prevention,Preparedness 

and Food Security Coordination Commission：ODPPFSCC）に配分された食糧安全保障予算から拠

出される。連邦食糧安全保障局からの情報では、すでに開始されているプロジェクトは今後も

プロジェクト終了までの間、同様の予算配分が継続される。また、ODPPFCC から灌漑開発に

支出された予算は表 3-4 のとおりである。 

なお、「灌漑開発 5 カ年計画の財政及び予算（2005/06-2009/10）」では灌漑開発費の 50％を借

款（loan）で調達するとされているが、資金源は明らかにされていない。 
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表３－４ ODPPFSCC から水開発分野への予算配分（単位：ETB） 

開発分野 2005/06 年（％） 2006/07 年 2007/08 年 

灌漑開発 29,901,464.00 （60％） 102,487,899.00 （46％） 133,663,196.00 （53％）

給水 19,712,552.66 （40％） 120,914,621.00 （54％） 116,955,297.00 （47％）

合計 49,614,016.66（100％） 223,402,520.00（100％） 250,618,493.00（100％）

出典：JICA Ethiopia（2008）“Brief Status Report on Irrigation Development in Oromia Regional State” 

 

すでに実施されている灌漑プロジェクトの資金源（2008 年 3 月現在）をみると、85.8％は連

邦政府から配布される食糧安全保障予算（Food Security Budget：FSB）であるほか、11％がオ

ロミア州政府の独自予算、1.8％はアフリカ開発銀行（African Development Bank：ADB）、1.4％

はフランス開発庁（Agence Française de Développement：AFD）からとなっている。このほか、

国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）等のドナーが調査分

野で支援を行っている。 

 

表３－５ OWRB（旧 OIDA）2006/07 及び 2007/08 年の主な活動 

2006/07 年 

1. 調査 灌漑方法 面積（ha） 受益世帯数 

   洪水灌漑 55,239 55,257

 小規模灌漑（従来型） 8,428 22,233

 ファンターレ I  18,130 14,208

 ファンターレ II （メルティ） 8,000 16,000

 合計 89,797 107,698

2. 建設 灌漑方法 面積（ha） 受益世帯数 

 ファンターレ I 3,000 4,866

 ボルドドタ洪水灌漑 2,000 2,000

 東及び西ハラルゲ洪水灌漑 1,830 1,880

 小規模灌漑（従来型） 1,687 4,263

 合計 8,517 13,009

 

2007/08 年 

1.調査 灌漑方法 面積（ha） 受益世帯数 

 洪水灌漑 53,142 54,356

 小規模灌漑（従来型） 5,753 10,920

 ファンターレ I  実施中 

 ファンターレ II （メルティ） 実施中 

 合計 58,895 65,276
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2.建設 灌漑方法 面積（ha） 受益世帯数 

 ファンターレ I  実施中 

 ファンターレ II （メルティ） 2,000 4,350

 洪水灌漑 46,879 48,566

 小規模灌漑（従来型） 2,123 5,586

 合計 51,002 58,502
出典： OIDA（2007） “Project proposal for capacity building on irrigation improvement” 

 

表 3-5 のうちファンターレ I、II はオロミア州政府がアワシュ川の水源を利用した重力灌漑施

設を建設する大規模なプロジェクトで、開発予算は FSB から成っている。同プロジェクトとは

灌漑地区内に牧畜民を定住させる計画とあわせ現在進行中であり、設計及び建設は州の企業が

請け負った。このほか、季節河川を利用した洪水灌漑（Spate Irrigation）開発費用に FSB の多

くが支出されている 

 

３－２－４ オロミア水資源局の体制 

オロミア州灌漑公社（Oromia Irrigation Development Authority：OIDA（OWRB の前身））は、

1999 年にオロミア州の灌漑開発を担当する機関として設立されたが、2004 年 12 月に一旦廃止

されて、オロミア州農業農村開発局に組み入れられた。その後、2005 年 10 月に再度独立して

公社として再設立された。これらの組織再編の過程において、建設施工部門等が順次民間企業

として切り離され、OIDA は戦略作りと調査計画にその役割の重点を移行した。しかしながら、

2007 年 12 月に再度 OIDA はオロミア州水資源局の一部として吸収合併された。 

2007 年 12 月の組織改編のポイントは以下のとおりである。 

①灌漑開発に関する水利組合の所管が OWRB に移管される。 

②ゾーン、郡事務所の職員が増員されるとともに、各村に 1 名の灌漑技術者が配置される。 

③灌漑営農（圃場内灌漑）については、農業農村開発局の業務となる。 

 

なお、ゾーン、郡、村の業務分担は以下のとおり。 

・ゾーン：大規模灌漑地区（300ha 以上）の指導、監督 

・郡：小規模灌漑地区（300ha 未満）の指導、監督 

・村：灌漑開発地区の水利用組合への指導 

 

本事前調査実施（2008 年 7 月）時点では、「エ」国連邦政府及びオロミア州政府は公務員改

革（Civil Service Reform Program）の一環であるビジネスプロセス・リエンジニアリング（Business 

Process Re-engineering：BPR）を実施し、業務分掌の整理・明確化を行っている。しかし、いま

だ最終結果は共有されていないため、今後も組織編制の動向に留意が必要である。 

 

現在のところ OWRB は以下の 4 つの部署（Process）に業務分担されている。部署間の関係

は図 3-1 のとおりである。 
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図３－１ OWRB における各部署の関係図 

 

本プロジェクトと関連のある Irrigation water and drainage supply Process（灌漑用水及び排水の

担当部署）の新しい人員配置計画は表 3-6 のとおりである。 

 

表３－６ 2008 年 7 月時点での灌漑用水及び排水プロセス職員配置予定 

 本部 ゾーン 郡 村 

配置人数 41 26 12 1 

事務所数 1 17 264 約 3,000 

合計人数 41 442 3,168 約 3,000 

出所：OWRB 職員へのインタビュー結果 

 

表 3-6 のうち、本部・ゾーン事務所における女性職員は全体の約 20％である。また村に配置

される職員については、オロミア州に 2 つある短期大学から 200 名程度を採用する見込みとの

ことである。 

 

３－２－５ Spate Irrigation 

OWRB が積極的な開発を進めようとしている“Spate Irrigation”は、OWRB においても正式な

定義は確立していないが、本調査の結果、OWRB 職員は①洪水灌漑の一種であること、②高地

に降った雨が低地に向けて季節河川として流れる表流水を活用するものとの共有認識を有し

ている。また、灌漑規模は様々であり、オロミア州が大規模に開発している地区は 5,000ha に

ものぼる一方で、各小規模農家が降雨を路肩からため池に引き込む小規模かつ簡易な WHT の

一種まで、“Spate Irrigation”に含まれると考えられる。 
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表３－７ オロミア州が実施する“Spate Irrigation”プロジェクト（2007 年現在） 

プロジェクト名 受益面積（ha） 状況 

ボルドドタ 5,000 計画の約 40％が完成 

ビリロ 400 計画の約 91％が完成 

ハルゲティ 500 計画の約 94％が完成 

イジャ ガルマ ワゴ-1 656 計画の約 90％が完成 

イジャ マラベ 215 計画の約 95％が完成 

出典：Ministry of Finance and Economic Development（MoFED, 2007）“Ethiopia：Building on  
Progress：A Plan for Accelerated and Sustained Development to end Poverty（PASDEP） 
Annual Progress Report 2006/07” 

 

OWRB が最初の計画・建設を行った“Spate Irrigation”であるボルドドタ（Boru Dodota、5,000ha）

は、建設費として FSB から 1 億 ETB（約 8.8 億円）が投入されているが、現在、以下の問題が

指摘されている。 

①地形情報が整理されておらず、流域面積が不明である。 

②雨量データが収集・分析されていない。 

③一度目の雨季の結果、頭取工が土砂で埋まるなど、構造物の設計について改善が必要である。 

④水利組合が設立されておらず、構造物の維持管理計画、配水計画が不明である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5 項目評価 

 評価 5 項目に基づく事前調査の結果は下記のとおりである。 

 

４－１－１ 妥当性 

以下のとおり、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

（１）「エ」国の政策との整合性 

農業分野は GDP 全体の約 50％に寄与するとともに、輸出額の 90％を占め、更には国内

原料の約 70％を供給している。また、1994 年から開始された ADLI 政策は、その後の「持

続可能な開発と貧困削減計画」（Sustainable Development and Poverty Reduction Program：

SDPRP）及び PASDEP に引き継がれており、農業は優先分野の一つに位置づけられている。

また灌漑開発に関しては、「エ」国政府は PASDEP において天水農業に頼った生産性が低

い農業が、食糧不足の原因の一つであるとしており、積極的な灌漑開発を問題解決手段の

一つとして位置づけている。 

 

（２）日本の援助政策との整合性 

日本の対「エ」国国別援助計画においては、「食糧アクセスの脆弱性」が同国における

貧困問題の中核にあり、人々の生命と生活を脅かす最大の問題としている。そのため「食

糧アクセスの脆弱性の克服（食糧安全保障の確立）」を主要な目標に据えるとともに、食

糧安全保障の確立に密接にかかわる「農業農村開発」を最重点分野に置き、特に「灌漑技

術の向上」は食糧安全保障確立のために求められる具体的な支援の一つに位置づけられて

いる。 

また、JICA 国別事業実施計画においても「農業農村開発」を援助重点分野とし、「農業

生産性の向上」の開発課題に対して、「農業生産性向上プログラム」を掲げ、「灌漑技術の

向上」は同プログラムの重要なコンポーネントに位置づけられている。 

 

（３）受益者のニーズ（ターゲットグループ） 

本プロジェクトの対象地域であるオロミア州東・南部地域は同州において特に食糧安全

保障が脆弱な地域であり、繰り返し発生する干ばつと慢性的な食糧不足に悩まされている。

そのため同地域では利用可能な水資源の確保が喫緊の課題となっており、本プロジェクト

を実施する意義は高い。 

 

（４）実施機関 

本プロジェクトの協力相手先機関である OWRB は、オロミア州において唯一灌漑施設 

の建設・維持管理に責任を有する機関であり、2015 年までに「現在の灌漑面積を12％から

54％に拡大し、農地約 93 万 ha に対して十分かつ継続的に灌漑用水を提供すること」を目

標の一つに掲げている。 

しかしながら、「2008 年 OWRB 灌漑用水及び排水報告書」（OWRB）によれば、灌漑開
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発に関する主な課題は以下のとおりである。 

①灌漑プロジェクトの調査及び設計の質の低さ 

②灌漑プロジェクトの工期が長く、構造物の質の低さ 

③灌漑用水の不足 

④灌漑施設管理（維持管理、水利用管理）の問題、灌漑農業への技術支援の不足 

⑤既存の技術支援に対する顧客満足の低さ 

 

したがって、プロジェクト目標は実施機関の課題に直接的に対応するものである。 

 

４－１－２ 有効性 

以下のとおり、プロジェクト目標は適切に設定されており、有効性は高いと判断される。 

 

（１）プロジェクトの実施方法 

前記「2008 年 OWRB 灌漑用水及び排水報告書」にもあるとおり、OWRB は灌漑プロジ

ェクトに関して調査、設計及び施工だけではなく灌漑施設の維持管理にも問題を抱えてい

るが、この背景には十分な水文データの欠如、職員の技術力不足、水利組合の形成・参画

の欠如等がある。これら根本的な課題に対応するためには、水文データの構築、灌漑開発

に関する工程の標準化及び職員向け技術研修、そして関係者の水管理・水利用の改善を図

る必要があり、本プロジェクトのアプローチはプロジェクト目標の達成に有効である。 

 

（２）IFI Project の C/P 機関の継続 

IFI Project は重力灌漑施設の改修等の各種ガイドラインの作成、OWRB 職員の意識の向

上（例えば、灌漑施設の建設のみならずその後のモニタリングの重要性の認識）、農民の

収入向上等の成果をもたらしているが、本プロジェクトは IFI Project の同成果を活用する

ことができる。具体的には、IFI Project により能力が向上した OWRB 職員とともに、既存

のガイドラインをプロジェクトの状況にあわせて改訂し、活用することが可能であり、こ

れらはプロジェクト目標の達成を促進するものである。 

 

（３）外部条件（プロジェクト目標達成を阻害する要因） 

「エ」国では政府の行政改革が行われ、組織改編及び人員削減が大規模に行われた。現

在、行政改革は終息しつつあるが、今後さらに OWRB の C/P の離職が発生した場合、もし

くは再び OWRB の組織改編が行われた場合、本プロジェクトの有効性は低減される。 

 

４－１－３ 効率性 

 以下の理由より、プロジェクトの効率的な実施が可能であると判断される。 

 

（１）投入と成果との関係 

成果２及び成果３において、ガイドラインやマニュアルの作成、作成されたガイドライ

ン・マニュアルの活用に係る研修教材の作成、そして研修の実施といった一連の業務フロ

ーを共有しており、それぞれの成果達成のために異なる業務フローを策定する必要がなく、
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効率的な業務運営が可能となる。 

 

（２）モデル地区における協力を通じた展示効果 

モデル地区を活用した C/P への技術移転を図ることから個別技術習得のみならず、プロ

ジェクト成果の展示効果が期待でき、プロジェクトのインパクトの発現に貢献することが

期待される。 

 

４－１－４ インパクト 

 以下のとおり、正のインパクトが期待される。 

 

（１）上位目標達成の見込み 

オロミア州政府の灌漑開発を推進する政策が変更なく、そして灌漑施設建設への予算が

確保されれば、効率的な灌漑施設整備のための体制が構築される（プロジェクト目標）こ

とにより、一定期間（5 年程度）の後に上位目標は達成されるものと期待できる。 

 

（２）その他のインパクト 

オロミア州において、プロジェクト目標が達成された場合、中央政府を通じた他の州へ

の波及が期待される。また、本プロジェクトは、季節河川を含む表流水を有効活用するた

めの技術向上を目的にしており、土壌流出防止など地域の環境保全に資することが期待さ

れる。 

 

（３）負のインパクト 

負のインパクトは特に想定されない。 

 

４－１－５ 持続性 

 以下のとおり、本プロジェクトの効果はプロジェクト終了後も持続するものと判断される。 

 

（１）政治・財政的側面 

オロミア州政府は、食糧安全保障確立のため灌漑開発を推進する方針を有している。ま

た灌漑開発予算は、連邦政府からの食糧安全保障予算が最大の財源となっており、今後も

継続的な拠出が期待できる。 

 

（２）組織的側面 

行政改革の結果として OWRB の新体制は整いつつあり、その結果として常勤の C/P が配

置されることは、プロジェクトの持続性に貢献すると見込まれる。 

 

４－２ 結 論 

 以上 5 項目評価より、「エ」国政府より要請があった本プロジェクトは事業の実施妥当性を十分

に有していると判断される。 

 「エ」国のオロミア州の東部に広がる半乾燥地は、水の手当てがつくことで、豊かな農地に変
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わることが期待されるため、OWRB にとって灌漑面積の拡大は喫緊の課題となっている。また灌

漑にとっては水源の確保が重要であるが、アワシュ川やズワイ湖の水だけでは限界があり、広大

な地域に降った雨を集水・利用する WHT の確立を含む、OWRB の灌漑開発のための体制整備が

求められている。 
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第５章 協力実施にあたっての留意事項 
 

５－１ 技術的留意事項 

灌漑計画を検討する場合、水をどのように確保し、どのように導き、どのように使うかという

流れで考えられるのが一般的である。そのようななか本プロジェクトに先行して実施された IFI 

Project ではこれまでの経過から「どう使うか」というプロジェクト対象地域の農民による水利用

技術の改善をめざした農民に裨益する支援がなされ、農家圃場レベルでの活動は一定の成果を上

げた。一方で本プロジェクトは水をどのように確保し、どのように導きあるいは貯めるか、そし

てどのように使うかという一連の過程を支援する計画である。すなわち、水源計画―流出解析―

取水施設の設計・建設―導水・配水施設の設計・建設―利用法という一連の過程の技術者の研修

であり、この点をしっかり認識し対応することが大切である。他方で営農のための灌漑農業技術

は先行プロジェクトですでに確立されたものとして捉えられる。手薄になりがちになることが予

想されるが、農家が安定して水利用を行うという灌漑農業技術は奥深いものであることから、先

行プロジェクトで十分に取り組むことが困難であった点を認識して、引き続き営農分野に対して

も協力をすることが必要である。例えば、その地域の土壌・気象に基づく灌漑水量、間断日数、

灌漑時期の決定などをよく認識し、補足検討・試験し、末端の合理的灌漑技術の確立を進めるこ

とも必要である。そのなかには水利用を円滑に、そして合理的に進めるためにも水利組合などの

管理も含めて考えることも必要であろう。 

さらに洪水灌漑については、合理的計画、設計、建設に必要になる基本的要素、例えば流出率、

流域範囲、地点雨量等土壌・水文気象要素を広く集め、活用することが大切である。そのために

は同じくオロミア州内で実施されている JICA プロジェクト及び調査との連携を密にして土壌・

水文気象要素、新規技術（連結ため池等）の考え方、利用法などについて共通認識を持ち、参考・

活用していくことが大切である。 

 日本は１つの山脈からの水の流出であるが、アフリカ大陸、特に「エ」国のように大地溝帯を

抱え幅の広い複数の山脈地形では、日本的灌漑システムの考え方では対応は十分ではないと考え

る。特に、洪水灌漑では流域範囲が上段の耕作地（写真１、２参照）となっているため、流出水

の捕捉といっても相当の耕作地の流亡土壌を含むものであることから、その地域の土壌特性も大

いに関係するものと考えられる。浸食等の知識、視点をも含め検討することも大切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真１ いくつもつづく低い丘陵遠景 写真２ 耕作丘陵からの流出 
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５－２ 先行プロジェクトの成果及び教訓の活用 

IFI Project から得られた以下の教訓を本協力で活用することが重要である。 

IFI Project では、同じく OWRB を先方実施機関とし、プロジェクト対象地域の農民による水利

用技術の改善を支援しており、その際に作成した各種ガイドラインは本プロジェクトにおいても

活用が可能と思われる。他方、協力期間中に度重なり発生した「エ」国行政府の行政改革（組織

改編）の影響を受け、C/P が数度にわたり交代したほか、灌漑営農分野についてはオロミア州農

業農村開発局の所掌となった。現在、当該行政改革は終息しつつあるが、本プロジェクトは行政

改革の進捗及び結果に留意し、常勤の C/P の配置の確保、そして水利組合・農民向け研修を実施

する際には農業農村開発局と密な連携を図る必要がある。 

加えて、IFI Project ではサイトが広範囲にわたっていたことが進捗に大きく影響を与えたこと

から、本プロジェクトのモデル地区についてはアクセスの良い場所を優先的に選定することが望

まれる。 
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月 日 曜 目的 官団員 コンサルタント団員 宿泊先
6 15 日 羽田→関空→

16 月 終了時評価
アジスアベバ着
事務所打合せ

アジスアババ

17 火 終了時評価
事務所打合せ
現地調査（カタール）

アセラ

18 水 終了時評価
現地調査（アラタチュファ、ド
ドタ、OWRBナザレット事務
所）

ナザレット

19 木 終了時評価 現地調査（メルティ） ナザレット

20 金 終了時評価
専門家及びOWRBカウンター
パート個別インタビュー

アジスアババ

21 土 終了時評価
現地調査（ケンテルミカエル、
メキ、アダミツール）

アジスアババ

22 日 終了時評価
調査取りまとめ
ワークショップ準備等

アジスアババ

23 月 終了時評価
調査取りまとめ
実績ワークショップ等

アジスアババ

24 火 終了時評価 実績ワークショップ アジスアババ
25 水 事前調査 羽田→関空→ PDM案ワークショップ アジスアババ

26 木 事前調査
→ドバイ→アディスアベバ
着

終了時評価報告書案作成
事務所打合せ

アジスアババ

27 金
終了時評価
事前調査

アダミツール

28 土
終了時評価
事前調査

ナザレット

29 日
終了時評価
事前調査

アジスアババ

30 月 終了時評価 アジスアババ

7 1 火 終了時評価 アジスアババ

2 水 終了時評価 アジスアババ

3 木 事前調査 アジスアババ

4 金 事前調査 アジスアババ
5 土 事前調査 アジスアババ
6 日 事前調査 アジスアババ
7 月 事前調査 アジスアババ
8 火 アジスアベバ発

ミニッツ修正
ミニッツ修正
ミニッツ協議、署名

Steering Committee
終了時評価レポート修正
JCC(終了時評価レポート報告）
ミニッツ協議
ミニッツ協議

MoFED表敬
現地調査（バデゴサ、アダミツール）

現地調査（アラタチュファ・カタール）

現地調査（ドドタ）

OWRB局長表敬
合同評価会議

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：本調査は先行プロジェクトである技術協力プロジェクト「灌漑農業改善計画」の

終了時評価調査と併せて実施された。 
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1. オロミア州水資源局 (OWRB: Oromia Water Resource Bureau) 
Mr. Hassen Nur Bureau Head, OWRB
Mr. Samuel Hussen Head, Irrigation and Drainage Process Sector 
Mr. Chali Edessa Head, Study and Design Department 
Mr. Mekonnen Mijena Head, Irrigation and Drainage Contract Administration & 

Supervision
Mr. Girma Negussie Sub project manager of IFI Project
Mr. Girma Lemma Team Leader of IFI Project, Irrigation agriculture
Mr. Shemeles Tefera Team Leader of IFI Project
Mr. Aweol Kadir Team Leader of IFI Project, Water Harvesting &Irrigation 

Water Management
Mr. Hussien Aman Team Leader of IFI Project, Study & Design
Mr. Melese Kelie Coordinator, Civil Service Reform Program and Training 

Extension 
Mr. Tesfay Daribe Coordinator 
Mr. Tadewos Adaba Expert, Public Relations 
Mr. Yohanes Gereta Design Engineer
Mr. Girma Etana Design Engineer
Mr. Lemma Adane Design Engineer
Mr. Derese Tafa, Head, Wareda Irrigation Development Office 
Mr. Fukadu Deferes Irrigation Agronomist, Team Leader, in Arsi Zone、Water 

Resource Office 
Mr. Derese Tafa, Head, Wareda Irrigation Development Office 
Mr. Tibbeesso Hedatoo DA, Arsi Zone, Agriculture and Rural Development Office
Ms. Tanaye Jemaye DA, Arsi Zone, Agriculture and Rural Development Office
Mr. Mohammed Awoi DA, Arsi Zone, Agriculture and Rural Development Office
Mr. Yami Chukala Chairman WUC
Mr. Gouee Hamd Chairman, Bade Gosa WUC
Mr. Bagare Takka Member, WUC 
Mr. Haji Dedefie Farmer 
Mr. Muhamadnur Galan Farmer 
Mr. Kabade Wubishet  Farmer 
Mr. Kokobe Qaisala Farmer 
Mr. Junagudii Iresa Farmer 

2. 東京農業大学 
鈴木 伸治 講師 

3. 技術協力プロジェクト「灌漑農業改善計画」
稲田 幸三 チーフアドバイザー／灌漑施設（長期専門家）
山中 勇 設計／施工管理（長期専門家） 
伴場 賢一  業務調整／農民組織（長期専門家）
大坪 善昭 ウォーターハーベスティング技術（短期専門家） 
Ms. Astef Yoseph Assistant Accountant

4. 技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」
白鳥 清志 チーフアドバイザー／制度構築／農村社会経済
松本 巌 農業普及／適正技術
新岡 真紀 業務調整／人材育成

5. JICA 個別専門家 
八木 正広 農業開発アドバイザー 
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6．在エチオピア JICA 事務所 
佐々木 克宏 所長 
安藤 直樹 次長 
中村 貴弘  所員 
大野 光明 所員 
Mr.Gezahegn Alem Tadesse Program Officer 

－　－21



－　－22



－　－23



－　－24



－　－25



－　－26



－　－27



－　－28



－　－29



－　－30



－　－31



－　－32



－　－33



－　－34



－　－35



－　－36



－
　

－
37



－　－38



－
　

－
39



－　－40



－　－41



－　－42



－　－43



－　－44



－　－45



－　－46



－　－47



－　－48



－　－49



－　－50



－　－51



－　－52



－　－53



－　－54



－　－55



－　－56



－　－57




	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	事業事前評価表
	第１章 事前調査の概要
	第２章 協議概要
	第３章 協力分野の現状と課題
	第４章 評価結果
	第５章 協力実施にあたっての留意事項
	付属資料
	１．調査日程表
	２．主要面談者一覧
	３．事前調査ミニッツ
	４．R/D


